




記者会見資料 

 

総合政策部 ゼロカーボン推進課 

（担当 大塚 ２２－９５６７） 

１ 件 名 

小山市ゼロカーボン・ネイチャーポジティブ推進プラットフォーム設立および

会員募集について 

 

２ 趣 旨 

２０５０年「ゼロカーボンシティ」ならびに「ネイチャーポジティブ」の実現

を目指すためには、エネルギーの地産地消の推進や地域特性を踏まえた地域脱炭

素に向けた取り組みを、企業や団体、行政など多様な主体と共に考え、創り上げ

ていくとともに、生物多様性の恵みを意識した暮らしを推奨し、それを生かした

産業を振興するなど、生物多様性の視点を導入した経済・社会のしくみづくりが

必要となってきます。 

このため、小山市では、企業や団体、行政などが連携・協働し、推進する地域

基盤として「小山市ゼロカーボン・ネイチャーポジティブ推進プラットフォー

ム」を設立するとともに、併せて設立趣旨に賛同する企業および団体等を募集す

るものです。 

 

３ 内 容 

 ⑴ プラットフォームの主な取り組み 

   ① ゼロカーボン・ネイチャーポジティブの推進に関する情報交換・連携 

   ② 地域事業者主体による再エネなどの地域資源活用のしくみづくり 

   ③ 生物多様性の保全活動を広め、行動変容につなげる取り組み 

⑵ 今後の予定 

  ① ２月１日（木）会員を募集開始（募集要領を市ホームページに掲載） 

   ・【会員の条件】：設立趣旨に賛同する企業および団体等（例：金融機関、

商工会議所・中小企業、電気・ガス・石油事業者、交通

関係事業者、農林漁業者・農業法人、大学など） 

   ・【会費】：無料 

   ・【申込方法】：ＷＥＢ（申込フォーム）または入会申請書に必要事項を記載

のうえＦＡＸで申込み 

   ② ３月１５日（金）キックオフミーティング開催 

 

４ 問合せ先 

ゼロカーボン推進課 ゼロカーボン推進係 

電話 ０２８５－２２－９２７７ 
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◎ 総合政策部 ◎ 総合政策部
○ 総合政策課 ○ 総合政策課

□ 企画調整係 □ 企画調整係
計画・企画調整担当　 計画・企画調整担当　
連携・協働調整担当　 連携・協働調整担当　

公共交通担当
● シティプロモーション室

□ シティプロモーション係

○ まちの魅力推進課
□ 情報発信係
□ 市民対話推進係
□ ふるさと応援係

○ ゼロカーボン・ネイチャーポジティブ推進課
□ ゼロカーボン推進係
□ 渡良瀬遊水地係
□ 生物多様性係
□ 森林政策係

○ ゼロカーボン推進課
□ ゼロカーボン推進係

○ 自然共生課 6
□ 渡良瀬遊水地係
□ 生物多様性係

◎ 理財部 ◎ 理財部
○ 公共施設整備課 ○ 公共施設整備課

□ 施設整備係 □ 施設整備係
● 本庁舎整備室

□ 本庁舎整備係

令和5年度 令和6年度
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令和5年度 令和6年度

◎ 市民生活部 ◎ 市民生活部
○ 市民生活安心課 ○ 市民生活安心課

□ 市民協働係 □ 市民協働係
□ 大谷地区中心施設整備係 □
□ 市民安全相談係 □ 市民安全相談係
□ 交通対策係 □ 交通対策係

■ 消費生活センター ■ 消費生活センター

○ 市民課 ○ 市民課
□ 庶務係 □ 住民第一係
□ 窓口係 □ 住民第二係
□ 戸籍係 □ 戸籍係

◎ 保健福祉部 ◎ 保健福祉部
○ 福祉課 ○ 福祉総務課

□ 福祉管理係 □ 福祉管理係
□ 障がい福祉係 □ 障がい福祉係
□ 障がい支援係 □ 障がい支援係
□ 保護第一係 〔兼1〕

□ 保護第二係
□ 保護第三係

● ひきこもり相談支援室 ● ひきこもり相談支援室
□ ひきこもり相談支援係 □ ひきこもり相談支援係

○ 生活福祉課
□ 保護第一係
□ 保護第二係
□ 自立支援係

○ こども政策課
□ こども未来係
□ こども給付係
□ 放課後こども係

○ 子育て家庭支援課 ○ 子育て家庭支援課
□ 子育て政策係 □ 子育て支援係
□ 家庭支援係
□ 子ども家庭相談係

● こども家庭センター
□ こども家庭相談係
□ 母子健康係
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令和5年度 令和6年度

○ こども課 ○ 保育課
□ 幼保係 □ 幼保係
□ 保育食育指導係 □ 保育食育指導係
□ 学童保育係 □ 学童保育係
□ 保育施設係 □ 保育施設係

○ 健康増進課 ○ 健康増進課
□ 健康増進係 □ 保健予防係
□ 健診推進係 □ 健診推進係
□ 母子健康係 □
□ 成人健康係 □ 健康づくり推進係
□ 地域医療推進係 □ 地域医療推進係

■ 母子健康包括支援センター

◎ 産業観光部 ◎ 産業観光部
○ 農政課 ○ 農政課

□ 農政・食育係 □ 農政・食育係
□ 農業振興係 □ 鳥獣対策係

● 担い手・農地総合対策室
□ 生産振興係 □ 農業振興係
□ 環境創造型農業推進係 □ 生産振興係
□ 鳥獣対策係 □ 環境創造型農業推進係

○ 商業観光課 ○ 商業観光課
□ 観光まちづくり係 □ 観光まちづくり係
□ 商業振興係 □ 商業振興係
□ まちなか商業推進係 □ まちなか商業推進係
□ ブランド創生推進係

○ 工業振興課 ○ 工業振興課
□ 工業振興係 □ 工業振興係
□ 結城紬振興係 □ 結城紬振興係

● 企業誘致・工業団地開発推進室
□ □企業誘致・工業団地開発推進係 企業誘致・工業団地開発推進係
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令和5年度 令和6年度

◎ 建設水道部 ◎ 建設水道部
○ 治水対策課 ○ 治水対策課

□ 建設総務係 □ 建設総務係
□ 排水強化企画係 □ 排水強化企画係
□ 排水強化整備係 □ 排水強化整備第一係

□ 排水強化整備第二係

◎ 教育委員会 ◎ 教育委員会
○ 教育総務課 ○ 教育総務課

□ 総務政策係 □ 総務政策係
□ 教育政策係 □ 教育政策係
□ 学校適正配置推進係 □ 学校適正配置推進係
□ 学校支援係 □ 学校支援係

● 乙女・網戸小学校統合準備室

◎ 消防本部　（消防長） ◎ 消防本部　（消防長）
○ 消防総務課 ○ 消防総務課

□ 庶務係 □ 庶務係
□ 経理係 □ 経理係
□ 消防団係

○ 地域消防課
□ 地域係
□ 消防団係
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温室効果ガス排出削減をするため、自宅に脱炭素化設備等を導入した市民に対し、補助金を交付いたします。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 対象設備等 補助額(円) 下記の日から 1 年以内 

1 ＺＥＨ  
(Nearly ZEH、ZEH Oriented は補助対象外) 

２０万 
工事完了引渡証明書 
「引き渡し日」 

2 
定置型蓄電池 
システム 

【新設太陽光発電＋蓄電池】 １０万 
太陽光発電設備および 

蓄電池の保証書「保証開始日」 

【既設太陽光発電＋蓄電池】 ５万 蓄電池の保証書「保証開始日」 

3 電気自動車等充放電設備（Ｖ２Ｈ） ５万 保証書「保証開始日」 

4 

電気自動車【普通自動車】 

プラグインハイブリッド自動車 

燃料電池自動車 

各１０万 
自動車検査証「登録年月日」 

または 

自動車検査証「交付年月日」 
5 電気自動車【四輪軽自動車】 ５万 

小山市役所 ゼロカーボン推進課 〒323-8686 小山市中央町1-1-1 

電話：０２８５－２２－９２77   平日：午前８時３０分～午後５時１５分 

★ 予算上限に達し次第終了 
★ 申請は業者の代理も可能 
★ 申請者と契約者、振込口座名義人は同一

であること 

詳細はこちらから→ 
（小山市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ） 

 

 対象者 
以下のいずれにも該当する方 

◆市内に住所を有し、住民基本台帳に記載され、本補助金申請に係る住宅に自ら居住している個人 
◆市税の滞納がない個人 
◆申請者および申請者の同一世帯に「小山市転入勤労者等住宅取得支援補助金」の交付を受けた者
または交付予定の者がいない個人 

補助対象設備等および補助額 

申請期間 令和６年２月１日（木）～  
 

申請方法 窓口持参(以下申請窓口参照) または 郵送 

 必要書類 

令和５年４月以降に取得・引き渡しを受けた新品である以下設備等 
申請者宅に設置されている余剰売電または自家消費の太陽光発電設備と 
1～3は常時接続、４、５は接続が可能である設備等 
１～３…１個人１回限り ４～５…１個人１回限り 
 

 

 

・ 申請書兼請求書 

・ 工事請負契約書等の契

約書類の写し 

・ 領収書 

・ 領収内訳の分かる書類 
(領収書から内訳が確認で
きない場合) 
 

・自宅に設置されている 
太陽光発電設備の保証書 
  

・自宅に設置されている 
太陽光発電設備の系統連
系日が分かる書類 

・振込口座の通帳の写し 
(銀行、支店名、口座名義人、 
口座番号の確認ができること) 

共  通 

ZEH 
・ 国の ZEH支援事業における補助金交付額確定通知の写し 
 または、ZEH マークが記載されたBELS 評価書の写し 
・ 引渡証明書の写し 
 

蓄電池 

 

・ 保証書の写し   
・ 製造番号、型番、定格容量の確認できる銘板の写真 
・ 設置されていることが分かる機器全体の写真 

V2H 

・ 型番および定格容量の確認できるカタログ等の写し 
・ V2H と電気自動車等がケーブル等で接続していることが
確認できる写真  

次世代 
自動車 

 

・ 自動車検査証の写し(検査証が電子化されている場合は、
自動車検査証及び自動車検査証記録事項の写し) 

・ 車両保管場所(申請者住所地)においてその車両番号が確
認できる写真 

 お問い合わせ・郵送先 

申請期間・申請方法 
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（仮設）ドッグラン整備概要

図１ （仮設）ドッグラン整備地
全体位置図
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図２ （仮設）ドッグラン整備地
絹ふれあいの郷の東側部分

ドッグラン整備については、簡易ネット（高さ90cm程度のアニマルフェンス）を58本の支柱で
囲い、出入口部分を二重で扉を設置する。
※整備地面積は約385㎡

出入口

図３ （仮設）ドッグラン整備地の完成イメージ
西側から（出入口部分）

１２.5ｍ

４3ｍ

４0ｍ

6ｍ
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令和６年第１回市議会臨時会提出予定議案総括表 

 

 

○議 案   １件（議案第１号） 

・補正予算に関するもの              １件（１号） 

  

 

 

 

 

 

○報 告   ２件（報告第１号～２号） 

 ・専決処分の報告に関するもの           ２件（１号～２号） 
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議 案 番 号 件         名 

議 案 第 １ 号 

 

令和５年度小山市一般会計補正予算（第６号） 

地方自治法第２１８条第１項の規定により、小山市一般会計補正予算につい

て、議会の議決を求めるもの 

補 正 予 算 額       ４億  １０８万円 

補正後予算総額     ７５４億９，４１８万円 

○歳入内訳（単位:千円） 

・国庫支出金   ４０１，０８０ 

 

 

○歳出内訳（単位:千円） 

・住民税均等割のみ課税世帯に対する給付金

給付事業費       ２９０，０００ 

・住民税均等割のみ課税世帯に対する給付金

給付事務費        ２４，９８０ 

・低所得の子育て世帯給付金（こども加算） 

給付事業費        ８５，０００ 

・低所得の子育て世帯給付金（こども加算） 

給付事務費         １，１００ 

 

 
 

 債務負担行為（追加） 

事項 期間 限度額 

間々田地区新設保育所整備に伴

う仮設園舎の賃貸借 

令和５年度 

～令和８年度 

251,600千円 

もみじ保育所整備に伴う仮設園

舎の賃貸借 

令和５年度 

～令和９年度 

157,000千円 
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報 告 第 １ 号 

 

専決処分の報告について 

 市道管理の瑕疵により損害賠償の額を定め和解することについて、地方自治法第１８

０条第１項の規定により専決処分を行いましたので、報告するもの 

 

◇専決第１９号（令和５年１１月２７日専決） 

 令和５年６月２１日 市内大字三拝川岸地内において、市道管理の瑕疵により通行中

の車両を損傷させたもの 

賠償額  ４０，３７０円 

 

◇専決第２１号（令和５年１２月７日専決） 

 令和５年５月３日 市内大字東野田地内において、市道管理の瑕疵により通行中の車

両を損傷させたもの 

賠償額 １７，７０１円 

 

 

報 告 第 ２ 号 

 

専決処分の報告について 

 市営住宅からの退去及び明渡しと未払使用料の支払いを求める訴えを提起するため、

地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分を行いましたので、報告するもの 

 

◇専決第２０号（令和５年１２月８日専決） 

(1) 件名 

   市営住宅の明渡請求及び滞納家賃請求事件 

(2) 相手方（被告） 

 ア 小山市大字鉢形１０６９番地９ 鉢形市営住宅E棟９号室 

   松嶋 トモ子 

 イ 埼玉県加須市柏戸２５３番地６ 柏戸アパート２０２号 

（小山市大字網戸８６３番地 新網戸市営住宅C棟１６号室） 

小川 茂美 

(3) 請求の要旨 

 ア 被告らに対し、次に掲げる市営住宅からの退去及び明渡し、並びに未払住宅 

使用料（駐車場料含）の支払いを求める 

氏   名 退去、明け渡しを求める市営住宅 未 払 使 用 料 

松嶋 トモ子 鉢形市営住宅E棟９号室 １，９９９，６００円 

小川 茂美 新網戸市営住宅C棟１６号室 ６８４，８００円 

 イ 訴訟費用は、被告らの負担とする 

 ウ 仮執行の宣言を求める 

(4) その他 

 本件については、必要に応じて上訴し、和解し、その他必要な措置を行うものとする 
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令和６年第２回市議会定例会提出予定議案総括表 

 

○議 案   ３９件（議案第２号～４０号） 

 ・当初予算に関するもの             １１件（ ２号～１２号） 

・補正予算に関するもの              ４件（１３号～１６号） 

 ・条例に関するもの               １９件（１７号～３５号） 

 ・指定管理者の指定に関するもの          １件（３６号） 

・建設工事請負契約の変更に関するもの       １件（３７号） 

・事業契約の変更に関するもの           １件（３８号） 

・人事に関するもの                ２件（３９号～４０号） 
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議 案 番 号 件         名 

議 案 第 ２ 号 

 

令和６年度小山市一般会計予算 

地方自治法第２１１条第１項の規定により、小山市一般会計予算について、議

会の議決を求めるもの 

予算総額           ７１２億円 

対前年度比          ４．６％増 

 

議 案 第 ３ 号 

 

令和６年度小山市国民健康保険特別会計予算 

地方自治法第２１１条第１項の規定により、小山市国民健康保険特別会計予算

について、議会の議決を求めるもの 

予算総額     １６１億５，９００万円 

対前年度比          １．３％増 

 

議 案 第 ４ 号 

 

令和６年度小山市介護保険特別会計予算 

地方自治法第２１１条第１項の規定により、小山市介護保険特別会計予算につ

いて、議会の議決を求めるもの 

予算総額     １２０億９，８００万円 

対前年度比           １．９％増 

 

議 案 第 ５ 号 

 

令和６年度小山市後期高齢者医療特別会計予算 

地方自治法第２１１条第１項の規定により、小山市後期高齢者医療特別会計予

算について、議会の議決を求めるもの 

予算総額      ２５億２，１００万円 

対前年度比          １９．６％増 

 

議 案 第 ６ 号 

 

令和６年度小山市病院事業債管理事業特別会計予算 

地方自治法第２１１条第１項の規定により、小山市病院事業債管理事業特別会

計予算について、議会の議決を求めるもの 

予算総額       ８億３，６００万円 

対前年度比         ２２．２％増 
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議 案 第 ７ 号 

 

令和６年度小山市墓園やすらぎの森事業特別会計予算 

地方自治法第２１１条第１項の規定により、小山市墓園やすらぎの森事業特別

会計予算について、議会の議決を求めるもの 

予算総額         ９，０００万円 

対前年度比         ５２．５％増 

 

議 案 第 ８ 号 

 

令和６年度小山市栃木県南地方卸売市場特別会計予算 

地方自治法第２１１条第１項の規定により、小山市栃木県南地方卸売市場特別

会計予算について、議会の議決を求めるもの 

予算総額         ３，２００万円 

対前年度比          ５．６％減 

 

議 案 第 ９ 号 

 

令和６年度小山市与良川水系湛水防除事業特別会計予算 

地方自治法第２１１条第１項の規定により、小山市与良川水系湛水防除事業特

別会計予算について、議会の議決を求めるもの 

予算総額         ６，０００万円 

対前年度比          １３．４％増 

 

議案第１０号 

 

令和６年度小山市公共用地先行取得事業特別会計予算 

地方自治法第２１１条第１項の規定により、小山市公共用地先行取得事業特別

会計予算について、議会の議決を求めるもの 

予算総額       １億４，１３０万円 

対前年度比      １，４７０．０％増 

 

議案第１１号 

 

令和６年度小山市水道事業会計予算 

地方公営企業法第２４条第２項の規定により、小山市水道事業会計予算につい

て、議会の議決を求めるもの 

収益的収入   ３１億２，０９４万３千円  対前年度比   ０．５％増 

収益的支出   ２９億１，０６８万円     対前年度比   ０．７％減 

資本的収入    １億１，７０８万２千円  対前年度比  ３５．３％減 

資本的支出   ３３億５，５６５万９千円  対前年度比  ６５．２％増 
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議案第１２号 

 

令和６年度小山市下水道事業会計予算 

地方公営企業法第２４条第２項の規定により、小山市下水道事業会計予算につ

いて、議会の議決を求めるもの 

収益的収入   ５０億４，９４５万２千円  対前年度比   １．７％増 

収益的支出   ４７億７，２５０万６千円   対前年度比   ３．２％増 

資本的収入   ４４億３，７７４万円    対前年度比   ７．３％増 

資本的支出   ６２億４，６１６万８千円  対前年度比   ５．８％増 

 

議案第１３号 

 

令和５年度小山市一般会計補正予算（第７号） 

地方自治法第２１８条第１項の規定により、小山市一般会計補正予算につい

て、議会の議決を求めるもの 

補 正 予 算 額      １５億４，５９０万３千円 

補正後予算総額     ７７０億４，００８万３千円 

 

○歳入内訳（単位:千円） 

・市税     △２３９，２５６ 

・地方譲与税       ５３４ 

・地方交付税   ７７４，８９３ 

・分担金及び負担金 △２，４７８ 

・国庫支出金   ３８０，９００ 

・県支出金     ２７，３６０ 

・財産収入     １２，６７９ 

・寄付金     ５０６，５５２ 

・繰入金    △１００，０００ 

・繰越金     ４８８，６８７ 

・諸収入    △２８８，４６８ 

・市債      △１５，５００ 

 

○歳出内訳（単位:千円） 

・小山評定ふるさと応援事業費 

              ５００，０００ 

・財政調整基金積立金    ４１２，８２７ 

・公共施設等整備基金積立金 

             ２００，０００ 

・小学校校舎照明LED化事業費 

              １９５，５５８ 

・小学校トイレ改修事業費 １５８，５００ 

・中学校トイレ改修事業費 １４９，３００ 

・共通商品券発行事業費  １３０，０００ 

・防災集団移転促進事業費  ９６，０００ 

・民間保育所入所委託料   ８６，０００ 

・国県負担金等過年度償還金 ６９，７５１ 

・畜産クラスター事業費   ５９，６９２ 

・認定こども園等施設型給付事業費 

              ５０，０００ 

・工業振興資金融資預託金 

            △１４４，３５０ 

・間々田のじゃがまいた伝承館整備事業費 

            △１２８，５６８ 

・中小企業事業資金融資預託金 

             △７２，３３４ 

・間々田駅周辺地区第三期道路整備事業費 

             △５６，５００ 

・次世代自動車普及促進事業費 

             △５０，０００ 

・その他        △１０９，９７３ 
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議案第１４号 

 

令和５年度小山市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

地方自治法第２１８条第１項の規定により、小山市国民健康保険特別会計補正予算

について、議会の議決を求めるもの 

補 正 予 算 額          １００万円 

補正後予算総額    １５８億９，７７６万５千円 

○歳入内訳（単位:千円） 

・国庫支出金       ２０３ 

・繰入金      １６，７３６ 

・繰越金     △１５，９３９ 

○歳出内訳（単位:千円） 

・一般被保険者保険税還付金 １，０００ 

 

 
 

議案第１５号 

 

令和５年度小山市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

地方自治法第２１８条第１項の規定により、小山市介護保険特別会計補正予算につ

いて、議会の議決を求めるもの 

補 正 予 算 額      １億１，３２３万４千円 

補正後予算総額    １２２億９，１０８万９千円 

○歳入内訳（単位:千円） 

・国庫支出金     ２２，４５０ 

・支払基金交付金   ３０，５１０ 

・県支出金      １４，２７５ 

・繰入金       ４１，９１９ 

・繰越金        ４，０８０ 

○歳出内訳（単位:千円） 

・保険給付費       １１３，０００ 

・償還金             ２３４ 

 

議案第１６号 

 

令和５年度小山市下水道事業会計補正予算（第２号）  

地方自治法第２１８条第１項の規定により、小山市下水道事業会計補正予算に

ついて、議会の議決を求めるもの 

 

公共下水道事業資本的収入 
 補正予算額         ３，７２０万円  
補正後予算額      ３９億１，８８５万９千円 
○収入内訳（単位:千円） 

・企業債        ３７,２００ 

 

 

公共下水道事業資本的支出  
補正予算額         ８，２８０万円  
補正後予算額      ５５億４，５９４万７千円 

○支出内訳（単位:千円）  

・汚水管渠建設改良費  ８２，８００ 
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議案第１７号 

 

小山市本庁舎駐車場条例の制定について 

 小山市本庁舎第一駐車場及び第二駐車場について、本庁舎における用務のため

に来庁した方の利用を妨げない限度において用務以外の使用を認め、当該使用に

係る使用料の徴収を行うこと及び駐車場の管理に関して必要な事項を規定する

ため、条例を制定するもの 

 

(1)内 容 

 ア 趣旨（第１条関係） 

 イ 名称及び位置（第２条関係） 

 ウ 駐車場の供用（第３条関係） 

 エ 駐車できる自動車（第４条関係） 

 オ 供用時間（第５条関係） 

   午前８時から午後８時までとする。 

 カ 使用料（第６条関係） 

用務利用以外で駐車場を使用する場合の使用料は、入場後２時間以内は無

料とし、２時間を超えた場合は３０分までごとに１００円とし、１日上限

は、１，２００円とする。駐車券を紛失したことにより、入場した時間が

確認できない場合の使用料は、１，２００円とする。 

 キ 使用料の減免（第７条関係） 

 ク 使用料の返還（第８条関係） 

 ケ 禁止行為（第９条関係） 

 コ 駐車の制限又は拒否（第１０条関係） 

 サ 委任（第１１条関係） 

 

(2)施行日 令和６年４月１日 

 

議案第１８号 

 

小山市民ギャラリーの設置及び管理に関する条例の制定について  

 市民アンケートの結果に基づき、令和４年度末に閉館した「まちかど美術館」

が行っていた市民ギャラリー事業を継続するために「小山市民ギャラリー」を設

置することに伴い、その設置及び管理に関して必要な事項を規定するため、条例

を制定するもの 

 

(1)内 容 

ア 設置（第１条関係） 

イ 名称及び位置（第２条関係） 
  名称は小山市民ギャラリーとし、位置は小山市中央町２丁目１番８号とする。 
ウ 事業（第３条関係） 
  ギャラリーは、次に掲げる事業を行う。 
 （ア）芸術文化の振興及び向上に資するための場を提供すること。 
 （イ）芸術作品の展示に関すること。 
 （ウ）芸術文化に係る関係機関との連携に関すること。 
 （エ）芸術文化活動及びこれを通じたまちづくりに参画する市民及び市民団体 

と連携し、並びにこれらの交流を支援すること。 
  （オ）その他第１条の目的を達成するために教育委員会が必要と認める事業 
 エ 使用許可（第４条関係） 
 オ 利用の禁止又は制限（第５条関係） 
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 カ 目的外使用及び権利譲渡の禁止（第６条関係） 
 キ 使用許可の取消し等（第７条関係） 
 ク 使用料（第８条及び別表関係） 
   使用者は、使用許可を受けたときは、市長が指定する期日までに、使用料を納

付しなければならない。使用料の額は、１日につき７，７００円、１単位（火

曜日から次の日曜日までをいう。）につき４６，２００円とする。 
 ケ 使用料の返還（第９条関係） 
 コ 使用料の減免（第１０条関係） 
   市長は、次のいずれかに該当する場合は、使用料を減免することができる。 
  （ア）市の機関又はこれに直接関係する団体が使用する場合 
  （イ）本市が実施する芸術文化の振興及び向上に関する施策に関し本市と連携 

協力する団体その他市長がこれに相当すると認めるものが、第１条の目的

に即した使用をする場合 
  （ウ）その他市長が特に必要と認める場合 
 サ 原状回復の義務（第１１条関係） 
 シ 損害賠償（第１２条関係） 
 ス 指定管理者（第１３条関係） 
   ギャラリーの管理は、指定管理者に行わせることができる。 
 セ 指定管理者が行う業務（第１４条関係） 
 ソ 利用料金（第１５条関係） 
 タ 指定管理者への適用（第１６条関係） 
 チ 委任（第１７条関係） 
 
(2)施行日 令和６年４月１日 

議案第１９号 

 

定住自立圏の圏域における公共施設の相互利用のための関係条例の整備につい

て 

本市公共施設の一部の施設では、市外在住者に対して使用料を増額する旨を規定し

ているが、定住自立圏の形成に関する協定書における文化・スポーツ施設等の相互利

用の促進の趣旨に鑑み、すでに関東どまんなかサミット会議による協定により市民と

同額の使用料となっている野木町民を除く圏域住民が、当該公共施設を市民と同額の

使用料で利用できるようにするため、関係条例に所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

  定住自立圏を構成する下野市及び茨城県結城市の住民は、次に掲げる公共施設

を、市民と同額の使用料で利用できることとするため、関係条例を改正する。あわ

せて、文言の整理等を行う。 

ア 出張所会議室使用料条例（第２条関係） 

 イ 小山市立文化センターの設置及び管理に関する条例（別表関係） 

 ウ 小山市ふれあい健康センター条例（別表第１～別表第３関係） 

 エ 小山市立車屋美術館設置条例（別表第２関係） 

 オ 小山市公民館条例（別表第２関係） 

 カ 小山市まちなか交流センターの設置及び管理に関する条例（別表関係） 

 キ 小山市市民交流センターの設置及び管理に関する条例（別表関係） 

 ク 小山市立体育館の設置及び管理に関する条例（別表第１及び別表第２関係） 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日 
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議案第２０号 

 

小山市障害者施策推進協議会条例の一部改正について 

令和６年４月１日付けで実施する行政内部組織の改編に伴い、所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

  小山市障害者施策推進協議会の庶務を処理する課の名称を「福祉課」から「福祉

総務課」に改める（第７条関係）。 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日 

 

議案第２１号 

 

小山市職員定数条例の一部改正について 

 近年の救急出動件数の増加や災害の激甚化・頻発化など、消防を取り巻く環境

の大きな変化に伴い、適正な人員を配置し、消防力を維持・確保する必要がある

ことから、火災救急出動等の体制確立に必要な人員を確保するため、所要の改正

をするもの 

 

(1) 内 容 

  消防職員の定数について、「２２５人」を「２４５人」に改める（第２条関係）。 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日 

 

議案第２２号 

 

小山市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正について 

人事院規則が改正され、国家公務員において、夏季休暇の使用可能期間（７月～９

月）が繁忙期であること等により、当該期間に夏季休暇を使用することが困難な職員

は、６月から１０月までの期間に夏季休暇を使用できることとなったことに伴い、本

市においても柔軟な働き方の推進を図る観点から同様の規定を整備するため、所要の

改正をするもの 

 

(1) 内 容 

  夏季休暇の使用可能期間である７月から９月までの期間に、業務の繁忙期等の理

由により休暇の全部又は一部を使用することが困難であると認められる職員に

ついては、休暇の使用可能期間を前後１か月拡大し、６月から１０月までの期間

に夏季休暇を使用できることとする（別表第１の２０の項関係）。 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日 

 

議案第２３号 

 

小山市会計年度任用職員への勤勉手当支給に係る関係条例の整備について 

地方自治法の改正により、令和６年度から、条例で定めるところによりパート

タイム会計年度任用職員に対して勤勉手当を支給することが可能となったこと

及びフルタイム会計年度任用職員についても勤勉手当を支給することが基本と

されたことに伴い、当市においても会計年度任用職員に対して勤勉手当を支給す

るため、関係条例に所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

ア 小山市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例及び小山市職員の
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育児休業等に関する条例の一部改正 

 （ア）会計年度任用職員に支給する給与の種類に勤勉手当を追加する（第２条 

関係）。 

 （イ）任期の定めが６月以上のフルタイム会計年度任用職員に対して、常勤職員 

の規定を準用して、勤勉手当を支給する（第１３条の２関係）。 

 （ウ）任期の定めが６月以上のパートタイム会計年度任用職員に対して、常勤職 

員の規定を準用して、勤勉手当を支給する（第２３条の２関係）。 

 （エ）その他文言の整理等を行う（（ア）～（ウ）以外の部分）。 

 

 イ 小山市職員の育児休業等に関する条例の一部改正 

 （ア）育児休業中の会計年度任用職員に対して勤勉手当を一律支給しないことを 

定めた規定を削る（第７条関係）。 

 （イ）略称規定を整理する（第８条関係）。 

  

(2) 施行日  令和６年４月１日 

 

議案第２４号 

 

小山市財政調整基金条例の一部改正について 

 歳計剰余金は、地方自治法第２３３条の２本文の規定により、翌年度予算の歳入「繰

越金」に計上し、その後補正予算において歳出「積立金」を計上して財政調整基金へ

の積立てを行っているが、同条ただし書きでは、条例で定めるところにより、剰余金

を翌年度に繰り越さずに基金へ編入できる旨規定していることから、本市においても

同旨規定を条例に設けることで、剰余金が生じた際の手続きの合理化・迅速化を図り、

柔軟な財政運営及び財政規律の一層の確保を実現するため、所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

 ア 各会計年度において決算上剰余金が生じたときは、その全部又は一部を翌年度

に繰り越さないで基金に編入することができるものとする（第２条関係）。 

 イ その他文言の整理等を行う（第２条及び第３条関係）。 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日 

 

議案第２５号 

 

小山市大谷市民交流センターの開設に伴う関係条例の整備について 

 令和６年４月３０日に小山市大谷市民交流センターが開設されることに伴い、関係

条例に所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

ア 小山市市民交流センターの設置及び管理に関する条例の一部改正（第１条 

関係） 

交流センターの名称及び位置を定める規定に、小山市大谷市民交流センター 

を加える。また、同センターの貸出施設の使用料を定める。 

 イ 小山市出張所設置条例の一部改正（第２条関係） 

   大谷出張所の位置を改める。 

 ウ 小山市立図書館設置条例の一部改正（第３条関係） 

   中央図書館大谷分館の設置について定める。 

 エ 小山市学童保育館条例の一部改正（第４条関係） 

   大谷東小学童保育館の位置を改める。 
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 オ 小山市公民館条例の一部改正（第５条関係） 

   大谷公民館の位置を改める。また、会議室等の貸出しは、公民館としてではな

く、大谷市民交流センターとして行うこととなるため、大谷公民館の会議室等

の貸出しに係る部分を削る。 

   

(2) 施行日  令和６年４月３０日 

 

議案第２６号 

 

小山市手数料条例の一部改正について 

 地方自治法第２２８条第１項後段の規定により、地方公共団体の手数料の標準に関

する政令で定める額を標準として本条例で規定している標準事務に係る手数料につ

いて、政令の改正により手数料の追加・変更等が行われたため、所要の改正をするも

の 

 

(1) 内 容 

ア 戸籍に関する事務手数料について、戸籍・除籍電子証明書提供用識別符号の発

行に係る手数料及び当該手数料が無料となる場合の規定を追加する（第２条第

１項第３号の表関係）。 

イ 危険物貯蔵所の設置許可申請手数料の額を政令と同額に改める（第２条第１項

第９号の表関係））。 

 

(2) 施行日  令和６年３月１日（ただし、危険物貯蔵所の設置許可申請手数料に係

る改正規定については、同年４月１日） 

 

議案第２７号 

 

小山市国民健康保険税条例の一部改正について 

国民健康保険税制度における安定した財源確保の観点から、国民健康保険税の

標準保険税率を改正し、また、地方税法施行令の改正に伴い、課税限度額の改正

を行うため、所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

  税率税額及び課税限度額を次の表のように改正する。 

  

 

 

区分 

現行 改正後 

基礎 

課税分 

後期高齢

者支援金

等課税分 

介護納付

金課税分 

基礎 

課税分 

後期高齢

者支援金

等課税分 

介護納付

金課税分 

所得割（％） 6.9 2.5 2.0 6.1 2.8 2.4 

均等割（円） 27,000 8,500 8,000 23,800 10,000 9,500 

平等割（円） 22,000 6,000 6,500 19,500 7,500 7,500 

課税限度額 65万円 20万円 17万円 65万円 22万円 17万円 

課税限度額計 102万円 104万円 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日 
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議案第２８号 

 

小山市子ども・子育て会議条例の一部改正について 

 子ども・子育て支援に関連する個々の計画を一元化し、一体的な管理・推進が必要

となることから、令和６年度中に策定する次期小山市子ども・子育て支援事業計画へ

の母子保健計画の編入を予定していることに伴い、母子保健分野に見識のある医療関

係者を会議の委員として加えることで、子ども・子育て支援事業計画の審議内容の充

実を図るため、所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

ア 引用法令の条項ずれに対応する（第１条及び第２条関係）。 

 イ 委員数の上限人数を「１５人以内」から「２０人以内」に改め、新たな委員と

して「医療関係者」を追加する（第３条関係） 

 ウ 組織改編に伴い所管部署の名称を改める（第７条関係）。 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日（ただし、第１条及び第２条の改正規定は、公布の

日から施行する） 

 

議案第２９号 

 

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正につ

いて 

 市議会議員のうちから１名を委員として選任している地方独立行政法人新小山市

民病院評価委員会の報酬について、「２０，０００円以内で市長が定める額」とされ

ているものを、市議会議員の活動と非常勤特別職の活動とが重複する場合の併給調整

措置により０円としていることについて、具体的に条例上に明記して法的根拠をより

明確にするため、所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

 ア 市議会議員が兼務した場合に報酬を支給しないこととする職に、地方独立行政

法人新小山市民病院評価委員会委員を追加する（第３条の２関係）。 

 イ 報酬の額を２０，０００円と明記する（別表第１関係）。 

 

(2) 施行日  公布の日 

 

議案第３０号 

 

小山市工業振興条例の一部改正について 

 本条例に基づき実施している企業立地優遇制度について、現行の優遇制度の水準を

県内各市町と同程度となるよう見直しを行い、予算の適正化を図るため、所要の改正

をするもの 

 

(1) 内 容 

 ア 工業振興奨励金の交付期間を５年間から３年間に改める（第６条関係）。 

 イ 土地取得助成金の額を対象工業用地の取得価格の１５％から１０％に改める

（第１９条関係）。 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日 
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議案第３１号 

 

小山市特別会計条例の一部改正について 

 特別会計のうちテクノパーク小山南部造成事業について、当該工業団地の全区画の

分譲、引渡しが完了し、借入金を完済したことから、本会計を閉鎖するため、所要の

改正をするもの 

 

(1) 内 容 

 特別会計の設置規定から「テクノパーク小山南部造成事業 工業団地造成事業」 

を削る（第１条関係）。 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日 

 

議案第３２号 

 

小山市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正について 

 地方自治法の改正に伴い、条ずれに対応するため、所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

 条ずれに対応する（第５条関係）。 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日 

 

議案第３３号 

 
監査委員に関する条例の一部改正について 

 地方自治法の改正に伴い、条ずれに対応するため、所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

 条ずれに対応する（第２条関係）。 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日 

 

議案第３４号 

 
小山市立生涯学習センター条例の一部改正について 

 小山市立生涯学習センターで貸出しを行っているギャラリーについて、令和６年度か

ら、可動式パネルで区切ることによる半面での貸出しを開始することに伴い、その使用

料の額を定めるため、所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

 ア 使用料は、指定期日までに納付しなければならない旨明記する（第９条関係）。 

 イ ギャラリーの半面使用に係る使用料の額を定める（別表関係）。 

 ウ その他文言の整理等を行う（ア及びイ以外の部分）。 

 

(2) 施行日  令和６年４月１日 

 

議案第３５号 

 
小山市公民館条例の一部改正について 

 公民館等の施設予約システムの新規導入に伴い、貸出施設の名称等を市民にとってよ

り分かりやすいものとするため、所要の改正をするもの 

 

(1) 内 容 

 ア 営利目的に係る利用制限は、社会教育法第２３条及び同条に依拠した改正前の
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条例第６条第３号において重ねて規定されているため、これを削る（第６条関

係）。 

 イ 使用料は、指定期日までに納付しなければならない旨明記する（第８条関係）。 

 ウ 貸出施設の名称を、市民にとってより分かりやすい名称となるよう改める（別

表関係）。 

 エ 貸出し施設のうち豊田公民館の展示室については、入退室ドアは別であるもの

の、同館の第１研修室と同室であり機能としても一体のものであることから、

同館展示室の規定部分を削る（別表関係）。 

 オ その他文言の整理等を行う（アからエ以外の部分）。 

 

(2) 施行日  公布の日 

議案第３６号 

 

指定管理者の指定について 

小山市民ギャラリーの指定管理者を指定することについて、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により、提案するもの 

 

１ 公の施設の名称と指定管理者となる団体 

公の施設 区分 選定 指定管理者となる団体 

小山市民ギャラリ

ー 
新規 公募 

名称  Ｓｕｎフーズ株式会社 

代表者 代表取締役社長 栗原 宏 

所在地 小山市駅南町６丁目７番１９号 

 

２ 指定の期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日までの５年間 

 

議案第３７号 

 

建設工事請負契約の一部変更について 

 令和５年９月に締結した大谷地区中心施設整備事業外構工事第２期工事の契約内

容の一部を変更することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第２条の規定により、提案するもの 

 

(1) 工事名      大谷地区中心施設整備事業外構工事第２期工事 

(2) 変更前工期    令和５年９月２７日～令和６年３月２５日 

(3) 変更後工期    令和５年９月２７日～令和６年５月 ７日 

(4) 変更前請負金額  ２１３，２９０，０００円 

(5) 変更後請負金額  ２２２，１６７，０００円 

(6) 変更による増額分   ８，８７７，０００円 

(7) 契約の相手方   潮田・山中特定建設工事共同企業体 

(8) 変更の理由    残土の搬出先が遠隔になったことに伴う運搬距離の延長及

び施設利用者の利便性と快適性向上のため施設正面の駐輪

場に屋根を設置するよう計画変更を行ったこと等により事

業費が増加するため請負金額を増額するもの。また、施設本

体の建築工事と外構工事を同時期に実施したことで、作業が

重なる施工場所があったこと等により、変更前工期間に工事

を完了することが困難となったため工期を延伸するもの。 
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議案第３８号 

 

小山市立体育館整備及び運営事業事業契約の一部変更について 

 平成３１年３月に締結した小山市立体育館整備及び運営事業事業契約の契約内容

の一部を変更することについて、民間資金の活用による公共施設等の整備等の促進に

関する法律の規定により、提案するもの 

 

(1) 事業名      小山市立体育館整備及び運営事業 

(2) 変更内容  

変 更 前 変 更 後 

４．運営企業 

事業者から直接運営業務を受託し、又は

請け負う者である北関東綜合警備保障

株式会社、美津濃株式会社及び株式会社

極東体育施設をいう。 

４．運営企業 

事業者から直接運営業務を受託し、又は

請け負う者である北関東綜合警備保障

株式会社及び美津濃株式会社をいう。 

２４．構成員 

落札者を構成する企業のうち、事業者に

出資する者であって、事業者から本業務

の一部を直接受託し、又は請け負う者を

いう。 

２４．構成員 

落札者を構成する企業のうち、事業者に

出資する者であって、事業者から本業務

の一部を直接受託し、又は請け負う者を

いう。ただし、株式会社極東体育施設を

除く。 

 

(3) 契約の相手方   思川ＰＦＩパートナーズ株式会社 

(4) 変更の理由    令和５年１０月３日に、小山市立体育館の建設・運営維持

管理を行う特別目的会社思川ＰＦＩパートナーズ株式会社

の構成企業である株式会社極東体育施設が、宇都宮地方裁判

所からの破産手続き開始決定を受け、思川ＰＦＩパートナー

ズ株式会社から脱退したことに伴い、本事業契約の一部を変

更する必要が生じたため。 

(5) 適用日 令和５年１０月３日 

 

議案第３９号 

 

公平委員会委員の選任について 

公平委員会委員の飯田 和男（いいだ かずお）氏は令和６年３月１７日をもって

任期満了となるため、同氏を再任することについて、地方公務員法第９条の２第２項

の規定により、議会の同意を求めるため、提案するもの 

 

(1)氏  名 飯田 和男（いいだ かずお）（４期目） 

(2)住  所 小山市大字大本３９３番地 

(3)生年月日 昭和２９年１０月３１日 

(4)任  期 令和６年３月１８日から令和１０年３月１７日（４年） 

 

議案第４０号 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

人権擁護委員の細谷 由美子（ほそや ゆみこ）氏は令和６年６月３０日をもって

任期満了となるため、同氏を再推薦することについて、人権擁護委員法第６条第３項

の規定により、議会の意見を求めるため、提案するもの 

 

 

(1)氏  名 細谷 由美子（ほそや ゆみこ）（５期目） 
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(2)住  所 小山市大字神鳥谷８７４番地１０ 

(3)生年月日 昭和２６年９月２２日 

(4)任  期 令和６年７月１日から令和９年６月３０日（３年） 
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 小山市職員採用試験より 

テストセンター方式を導入します。 

令和 6年度 

小山市職員採用試験がより受けやすくなります！ 

令和6年度より一部の第一次試験において下記のとおりとなります。 

☑ 試験日を指定された期間に日時を選択し受験が可能です！ 

☑ 全国の会場（約３５０ヵ所）から選択し受験が可能です！ 

☑ 基礎能力検査・適性検査（SCOA）のため公務員試験に特化 

した対策は不要です！ 

 

です！ 

 

テストセンターの受験の流れ 

①受付期間に受験申込み（市HP） 

 

②案内メールを受け取りマイページから自分で会場と 

日時を指定し予約(全国約３５０ヵ所に設置) 

 

③予約した日時に会場で第一次試験を受験 

 
 試験内容について 

各試験内容および第二次試験以降については、詳細が決まり次第、HPにて公表

いたします。 

小山市ホームページ（職員採用）はこちらから → 

【問い合わせ先】 小山市 職員課 職員係 TEL 0285-22-9362 
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